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１．緒言
性感染症の蔓延は世界的な社会問題であり、

近年、我が国においても若年者の間での性感染
症の広がりが深刻な状態にある。性感染症は、
性交や性的接触などの性行動により感染する病
気であることから、「性交や性的接触などの性
行動を慎む」あるいは「適切なコンドームの使
用」によって感染を予防することができる8）。
しかしながら、現状としては、エイズ動向委員
会1）の報告によれば、2011年９月27日現在、性
感染症の１つであるエイズの新規患者報告数が
過去最多を示し、性感染症の予防が徹底されて

いない現状がある。このような新規エイズ患者
報告数の増加は、潜在的な HIV 感染者数の増
加が予想され、さらに、潜在的な HIV 感染者
数の増加は、HIV 以外の性感染症の感染者の
増加につながることが考えられる。そのため、
性感染症の予防は、早急に対策を立てなければ
ならない課題である。

これまでに我が国では、学校教育現場にお
いて保健体育教諭や養護教諭等の教員を中心に
精力的に様々な性感染症の予防教育が試みてい
るが、科学的評価を伴ったものが少なく、予防
教育をシステム化できていない現状があり、科
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学的根拠（エビデンス）なき予防教育が横行し
ていることが指摘されている14）。そのため、コ
ンドームの使用を促進させるためには、科学
的根拠としての行動理論に基づいた教育が必
要だと指摘されている3）。特に、行動理論のう
ち、人間の健康行動における心理的過程を示し
た Health Action Process Approach（HAPA）
が21）、コンドームの使用行動を予測するモデ
ルとしての有用性が示されていることから3）、
HAPA に従った予防教育を行うことが有効だ
と考えられる。

性感染症の予防に取り組む場合には、人が危
ない行為を行うというリスクテイキング（risk 
taking）の先行要因となる心理社会的な要因
に目標を定めたプログラムが有効だと指摘さ
れている7）。このリスクテイキング（危険敢行
性）の先行要因の１つに、リスク知覚（risk 
perception）が挙げられる9）。HAPA には、行
動を従属変数とし、リスク知覚を含む５つの心
理的変数（リスク知覚、結果予期、自己効力
感、行動意図、行動計画）から構成されている。
HAPA において、リスク知覚は、主観的罹患
可能性（perceived susceptibility）や疾患の主
観的重篤度（perceived severity）を内包し23）、
HAPA の末端の先行要因とみなされている22）。
リスク知覚のみで行動意図を形成することは不
十分であることや22）、行動意図を予測する回帰
分析において、リスク知覚が決定要因として示
されないことがあるなど23）、リスク知覚が行動
意図に対して直接的な影響を示さないことが言
われている。しかし、これは、リスク知覚が行
動意図に対して、直接的な影響よりも間接的に
機能することに由来する23）。また、HAPA の
リスク知覚に内包されている主観的罹患可能性
と疾患の主観的重篤度は、健康信念モデル（the 
Health Belief Model：HBM）13）において、直
接的に健康行動の実行に影響するものではない
が、疾病への脅威を形成すると考えられている
26）。さらに、この個人的脅威が、健康行動に結
びつく可能性があると示唆されている26）。この
ように、リスク知覚は、行動意図に対して、間
接的な影響性を示し、健康行動に寄与する要因

であることが推察される。また、これまでの性
教育を受けても、エイズなどの性感染症に対し
て、自分自身が感染するリスクがあると考え
ていないことが指摘されている15）ことからも、
性教育をはじめとした健康教育を受けること
で、対象者のリスク知覚が変容するのか検討す
る必要性も考えられる。

これまでに、性行為をすることによって生
じる性感染症及び計画外妊娠のリスクをどの程
度認知しているか測定する性に関するリスク認
知尺度10）が開発されているが、１因子当たり
２項目で構成されている因子が存在しているな
ど、改善の余地が残されている。そこで、本研
究では、リスクの対象を性感染症に限定し、回
答者の負担を考慮し、質問項目数を精選した性
感染症に対するリスク知覚尺度の開発を行うこ
とを目的とした。この目的を達成するために、
第１調査では、性感染症に対するリスク知覚尺
度の開発及び信頼性の検討を行い、さらに、構
成された尺度の男女における因子構造の差異を
検討した。そして、第２調査において、第１調
査とは異なる集団を対象に、第１調査で開発し
た性感染症に対するリスク知覚尺度の構成概念
妥当性の検討を行った。

２．方法
１）調査時期および調査対象者
（1）第１調査
2007年12月中旬に、首都圏にある４年制大学

に在学する大学生376名を対象に、質問調査を
実施した。対象者の内、既婚者並びに記入漏れ
のある者を除く355名（男性186名、女性169名、
平均年齢20.20歳、SD＝1.29）を分析対象とした。
（2）第２調査
2008年12月から2009年７月の間に、東海地

区にある４年制私立女子大学１校、九州・沖縄
地区にある４年制国立大学１校、首都圏にある
４年制私立看護系大学１校、首都圏にある４年
制私立大学４校の各大学に在学する大学生455
名（男性145名、女性310名）を対象に、質問調
査を実施した。対象者の内、既婚者、以前結
婚していた者及び記入漏れのある者を除く426
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名（男性139名、女性287名、平均年齢20.13歳、
SD=1.56）を分析対象とした。

２）調査内容
DeHart & Birkimer5）が開発した安全な性行

動に関する事柄を測定する Sexual Risks Scale
の「Perceived Susceptibility to HIV/AIDS」
因子の４項目を邦訳した。邦訳に当たって、原
文では、「HIV/AIDS」に限定されていたが、
本研究では HIV/AIDS を含めた性感染症につ
いて幅広く検討するために、原文で使用されて
いる「HIV/AIDS」の用語を「性感染症」とした。
邦訳の手順は、まず、原著者である DeHart 博
士に尺度の使用ならびに日本語版の作成の許諾
を得た。次に、筆者が原文の意味を適切に反映
すること、及び自然な日本語表現になることに
注意を払いながら邦訳を行った。そして、筆者
と中学校教諭及び高等学校教諭の外国語（英語）
の専修免許状を持ち、健康心理学を専門とする
大学教員１名との間で、訳語の適切性を確認し
た。最後に、筆者と健康心理学を専門とする大
学教員１名及び健康心理学を専攻する大学院生
１名との協議のもとで、大学生が分かりやすい
ように、日本語の明瞭性の確認を行った。以上
の手続きを経た上で「リスク知覚」に関する４
項目を確定した。各項目への回答は、「０：全
くそう思わない」から「４：とてもそう思う」
の５件法とした。

３）調査方法
（1）第１調査
第１調査は、集合調査法にて実施し、各講義

の担当教員に許可を得た上で、講義前に実施し
た。質問紙の表紙には、「性感染症の予防に関
する調査」と明記し、本調査が性感染症の予防
に関する調査であることを紙面及び口頭にて説
明を行った。各質問項目は、性感染症の予防を
目的としたコンドームの使用を念頭に回答を行
うように指示をした。
（2）第２調査
第２調査は、集合調査法及び郵送調査法に

よって実施した。集合調査法は、第１調査と同

様の手順で行った。郵送調査は、各講義の担当
教員に許可を得た上で、講義前に質問紙を配布
し、調査協力を承諾した者のみが、所定の封筒
を使用して質問紙を郵送する方法を行った。ま
た、郵送調査では、各講義の担当教員に許可を
得た上で、講義前に調査協力の依頼文を配布
し、調査に協力を得られる者に質問紙の郵送を
行い、所定の封筒を使用して質問紙を郵送する
方法も用いた。なお、郵送調査法では324部の
質問紙を配布し、153部の返却があった（回収率：
47.2％）。

４）倫理的配慮
調査の倫理的な配慮として、調査は無記名式

で行い、得られたデータは研究以外に使用しな
いこと、協力は任意であることを紙面及び口頭
にて説明した。また、調査の目的、調査協力者
の自由意志による回答、個人情報の守秘義務な
ど、研究上の倫理性についての説明を紙面及び
口頭で行い、その上で合意が得られた者からの
み回答を得た。

５）分析方法
（1）確認的因子分析
第１調査で得られたデータを用いて、「リス

ク知覚」に関する４項目に対して、DeHart & 
Birkimer5）が開発した尺度と同じ１因子４項目
構造が想定できるかについて検討するために、
共分散構造分析による確認的因子分析を行っ
た。推定方法は、最尤法を用い、モデルの識別
性を確保するために、潜在変数の分散を１に固
定し、誤差変数から観測変数への各パスを１に
固定した。
（2）尺度の信頼性の検証
第１調査で得られたデータを用いて、確認的

因子分析によって抽出された因子の信頼性を検
証するために Cronbach のα係数を算出した。
α係数の算出には、因子を構成する項目の因
子負荷量がすべて等しいという、τ等価の仮
定が必要である。この仮定は、データの性質に
基づいた客観的な仮定ではないため18）、α係
数の値が、低く推定される傾向が指摘されてい
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る11, 19）。そのため、α係数による信頼性の検討
に加えて、τ等価によるバイアスがかからな
い信頼性係数である McDonald16）のΩ係数＊1 
を算出した。
（3）男女間における多母集団同時分析
第１調査で得られたデータを用いて、確認

的因子分析によって抽出された因子構造におけ
る男女差の有無を確認するために、最尤法を用
いた共分散構造分析による多母集団同時分析を
行った。多母集団同時分析を行う際に、男女間
における因子構造の不変性を確認するために３
つのモデル（配置不変モデル、弱測定不変モデ
ル、強測定不変モデル）を設定した。配置不変
モデルは、母集団間において因子を測定する観
測変数の数が等しいこと24）、つまり、男女間で
因子負荷量は異なるが、因子構造は変わらない
モデルのことを意味する。弱測定不変モデルは、
母集団間において因子を測定する因子負荷量が
すべて等しいこと、つまり、男女間で因子構造
と因子負荷量が変わらないモデルのことを意味
する。弱測定不変モデルを設定するために、男
女間において、潜在変数から観測変数へのパス
が等しいという制約を課した。強測定不変モデ
ルは、母集団間において因子を測定する因子負
荷量がすべて等しく、観測変数の誤差分散が等
しいこと、つまり、男女間で因子構造、因子負
荷量、観測変数の誤差分散が変わらないモデル
を意味する。強測定不変モデルを設定するため
に、弱測定不変モデルと同様の制約を課し、さ
らに、男女間において、観測変数の誤差分散が
等しいという制約を課した。これら３つのモデ
ルの比較には、適合度指標を基準に比較検討を
行った。
（4）構成概念妥当性の検証
第２調査で得られたデータを用いて、第１調

査で開発された尺度の構成概念妥当性を検証す
るために、第１調査の調査対象者とは異なる調
査対象者に対して、共分散構造分析による検証
的因子分析を行った。推定方法は、最尤法を用
い、モデルの識別性を確保するために、潜在変

数の分散を１に固定し、誤差変数から観測変数
への各パスを１に固定した。

データの集計および統計処理には、SPSS12.0J 
for Windows、Amos5を用いて行った。なお、
統計学的な有意水準は５％とした。また、本研
究において、適合度の判定には、GFI、AGFI、
CFI、RMSEA を採用した。本研究では、現在
の心理・行動科学の領域での採択基準に準拠し、
GFI、AGFI および CFI の採択基準は、0.90以
上27）、RMSEA の採択基準は、0.08以下6）の場
合に適合度が良いと判断した。

３．結果
１）確認的因子分析

尺度の因子構造を確認するために確認的
因子分析を行った。その結果、１因子４項
目構造の尺度の適合度指標は、GFI=0.996、
AGFI=0.980、CFI=0.997、RMSEA=0.036を 示
した（Figure 1、Table 1）。また、潜在変数か
ら観測変数へのパスはすべて0.1％水準で有意
であった。なお、因子得点を Table 2に示した。

＊1 このΩ係数は，共分散構造分析により推定が可能であり，τ等価の仮定を取り除いた信頼性係数である。なお，Ω
係数の表記は，「ω係数」と表記されることもある。

Note:
　e1-e4：誤差変数
　***p<0.001
　リスク知覚：性感染症に対するリスク知覚
　X1-X4：各項目は，Table 1を参照
適合度指標： GFI=0.996，AGFI=0.980，CFI=0.997，

RMSEA=0.036

Figure 1．確認的因子分析（標準化推定値）
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２）信頼性の検証
１因子３項目構造の尺度の信頼性を算出し

た。その結果、α係数は、α＝0.710を示した。
また、Ω係数は、Ω＝0.718を示した。

３）男女間における多母集団同時分析
多母集団同時分析を行うにあたり、各モデ

ルに対して、潜在変数から観測変数へのパス係
数及び観測変数の誤差分散にそれぞれ制約を課
した（Table 3）。制約に従い、多母集団同時分
析を行った結果、配置不変モデルと弱測定不変
モデルのモデル間に、有意な乖離がないことが
示された（χ2=4.162, df=4, ns）。しかし、配置
不変モデルと強測定不変モデル、弱測定不変モ
デルと強測定不変モデルのモデル間では、それ
ぞれ有意な乖離が示された（χ2=68.531, df=8, 

p<0.001；χ2=64.369, df=4, p<0.001）。
複数間のモデルの比較に用いられる AIC 及

び BCC の値を基準に、各モデルにおける適
合度の検討を行った結果、弱測定不変モデル
が最小を示した（AIC=31.470, BCC=32.172）。
また、弱測定不変モデルの潜在変数から観測
変数へのパスはすべて0.1％水準で有意であ
り、AIC 及び BCC 以外の適合度も十分な値を
示 し た（GFI=0.990, AGFI=0.974, CFI=1.000, 
RMSEA=0.000）（Table 4）。

以上の結果から、リスク知覚尺度は、男女間
において、因子構造と因子負荷量が変わらない
ことが示された。

４）構成概念妥当性の検討
第１調査で確認された１因子３項目をもと

Table 1．性感染症に対するリスク知覚尺度の項目

X1　 これまでの私の性的な行為では、性感染症に感染する恐れはない

X2　私は、性感染症に感染している可能性がある

X3　 私は、性感染症に感染している恐れのある人とセックスをしたかもしれない

X4　私は、性感染症に感染する恐れがある

Table 2．性感染症に対するリスク知覚尺度の
因子得点

平均値 SD 最小値 最大値

リスク知覚 3.67 3.36 0 16

Table 3．多母集団同時分析における制約

モデル 制約

配置不変モデル 制約なし

弱測定不変モデル 潜在変数から観測変数へのパス係数が男女において同じである

強測定不変モデル 弱測定不変モデルと同様の制約を課し、観測変数の誤差分散が
男女において同じである

Table 4．性感染症に対するリスク知覚尺度の適合度指標の比較

モデル GFI AGFI CFI RMSEA AIC BCC
配置不変モデル 0.995 0.977 1.000 0.000 35.308 36.244

弱測定不変モデル 0.990 0.974 1.000 0.000 31.470 32.172

強測定不変モデル 0.920 0.867 0.847 0.119 87.840 88.307
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に、第１調査の対象者とは異なる大学生を対象
に、検証的因子分析を実施した。その結果、そ
れぞれ仮定した潜在変数から観測変数へのパス
の標準化係数は、0.339―0.838であり、全て統
計的に有意であることが示された（p<0.001）。
モデルの適合度を表す各指標は、GFI=0.995、
AGFI=0.977、CFI=0.996、RMSEA=0.047で あ
り、各指標において、高い値の適合性を示した。

４．考察
本研究の目的は、リスクの対象を限定した性

感染症に対するリスク知覚尺度を開発すること
であった。本研究の結果から、１因子４項目構
造が確認され、DeHart & Birkimer5）の先行研
究と同じ因子構造を持つことが確認された。ま
た、リスク知覚尺度の信頼性は、α係数及び
Ω係数によって確認された。分析の結果、ど
ちらの係数も十分な値を示したことから、リス
ク知覚尺度の内的整合性が確認された。そして、
リスク知覚尺度の妥当性は、適合度指標によっ
て確認された。分析の結果、第１調査で確認さ
れた因子構造が、第１調査と異なる大学生を対
象とした第２調査においても高い値を示し、他
のサンプル集団においても概ね安定した１因子
４項目構造が認められたことから、リスク知覚
尺度の構成概念妥当性が確認された。さらに、
男女間における多母集団同時分析の結果から、
男女間において、因子構造と因子負荷量が異な
らないことが示された。このことから、男女に
共通したリスク知覚を測定する項目を選出する
ことに成功したと考えられる。

本尺度は、行動モデルの検証で用いること
を念頭においているため、因子を構成する最小
限の項目数にする必要性があった。簡便な尺度
に必要とされている最適な項目数は、１因子あ
たり3―4項目であると示唆されていることから
12）、本研究で作成されたリスク知覚尺度は簡便
にリスク知覚を測定することが可能であり、信
頼性と妥当性を兼ね備えた尺度だと考えられ
る。

本研究で作成されたリスク知覚尺度は、得
点が高いほど、自分自身が性感染症に感染する

リスクを高く自覚していることを意味する。本
研究の対象とした大学生のリスク知覚の平均値
は、3.67であり、本尺度がとりうる得点の最大
値が16であることから、全体の傾向としては、
本研究の対象とした大学生は、自身の性行動に
対して性感染症に感染するリスクは低いと評価
していることが示唆された。青年期では、性に
関する知識や情報を友人や先輩から得ている者
が５割から８割程度おり20, 25）、友人や先輩など
の信頼性に欠ける情報源から得た知識を過信す
る傾向があることが指摘されている4）。また、
大学生は、性感染症の咽頭感染に対する予防意
識が普及していない可能性が示唆されているこ
とからも2）、正確な情報に基づいた判断ができ
ず、また、どのような行為によって性感染症に
感染するか明確に理解しておらず、大学生は、
自身の性行動に対する性感染症の感染リスクを
正確に評価できない可能性が推察される。文部
科学白書17）によれば、性教育の目標の１つに「リ
スクを正しく理解すること」が掲げられている
ように、リスク知覚は、性教育を行う上で重要
な要因だと考えられる。そのため、今後は、大
学生が性感染症に対するリスク知覚を獲得する
までのプロセスを検討する必要がある。
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